
（単位：千円）

保険事業勘定
介 護 サ ー ビ ス
事 業 勘 定

22,582,196 7,100,052 1,010,712 4,085,234 27,468 6,300

21,223,093 7,764,175 960,035 4,082,477 20,415 5,860

1,359,103 △ 664,123 50,677 2,757 7,053 440

366,216 0 0 0 0 0

992,887 △ 664,123 50,677 2,757 7,053 440

(1)　一般会計

 (2)　国民健康保険事業特別会計

 (3)　後期高齢者医療特別会計

 (4)　介護保険事業特別会計

 (5)　住宅新築資金等貸付事業特別会計
　歳入歳出差引44万円の黒字決算となりました。

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

実 質 収 支 額

平 成 24 年 度 決 算 の 概 要

住 宅 新 築 資 金
等 貸 付 事 業

国 民 健 康
保 険 事 業

後 期 高 齢 者
医 療

介 護 保 険 事 業

　保険事業勘定分として歳入歳出差引275万7千円の黒字決算となり、また包括支援センター運
営に伴う介護サービス事業勘定分として歳入歳出差引705万3千円の黒字決算となりました。

一般会計

会 計 別 決 算 状 況

　決算額は、歳入225億8,219万6千円、歳出212億2,309万3千円で、前年度と比較すると歳入が
6億4,463万7千円、歳出が6億2,418万円それぞれ増額となりました。
　歳入から歳出を差し引いた形式収支は13億5,910万3千円で、これから小中学校校舎大規模
改造事業費など平成25年度に繰り越すべき財源3億6,621万6千円を差し引いた実質収支は、9
億9,288万7千円の黒字決算となりました。

　前年度と比較すると、歳入が2億6,504万円、3.9％の増に対し、歳出が4億2,635万6千円、
5.8％増加したことにより、昨年度に引き続き、歳入歳出差引6億6,412万3千円の赤字決算となり
ました。歳入不足は平成25年度繰上充用金で補てんしました。

　前年度と比較すると、歳入が9,971万9千円、10.9％、歳出が9,448万7千円、10.9％それぞれ増
加し、歳入歳出差引5,067万7千円の黒字決算となりました。

区　　　　　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳入歳出差引額
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２　歳入決算の状況（普通会計）

増減額 伸率
決算額 (A) 構成比 決算額 (B) 構成比 (A)-(B) (％)

01 市税 7,791,369 34.5 7,826,863 35.7 △ 35,494 △ 0.5
02 地方譲与税 166,142 0.7 177,564 0.8 △ 11,422 △ 6.4
03 利子割交付金 20,914 0.1 25,046 0.1 △ 4,132 △ 16.5
04 配当割交付金 16,201 0.1 15,663 0.1 538 3.4
05 株式等譲渡所得割交付金 4,170 0.0 3,879 0.0 291 7.5
06 地方消費税交付金 559,611 2.5 548,565 2.5 11,046 2.0
07 ゴルフ場利用税交付金 7,289 0.0 6,849 0.0 440 6.4
08 自動車取得税交付金 60,023 0.3 45,013 0.2 15,010 33.3
09 地方特例交付金等 40,565 0.2 90,081 0.4 △ 49,516 △ 55.0
10 地方交付税 3,632,593 16.1 3,667,509 16.7 △ 34,916 △ 1.0

   普通交付税 3,193,117 14.1 3,229,830 14.7 △ 36,713 △ 1.1
   特別交付税 439,476 1.9 437,679 2.0 1,797 0.4

11 交通安全対策特別交付金 18,287 0.1 18,822 0.1 △ 535 △ 2.8
12 分担金及び負担金 392,508 1.7 392,344 1.8 164 0.0
13 使用料及び手数料 326,518 1.4 327,208 1.5 △ 690 △ 0.2
14 国庫支出金 3,513,065 15.6 3,519,936 16.0 △ 6,871 △ 0.2
15 県支出金 1,386,051 6.1 1,354,470 6.2 31,581 2.3
16 財産収入 270,144 1.2 89,723 0.4 180,421 201.1
17 寄附金 2,748 0.0 17,491 0.1 △ 14,743 △ 84.3
18 繰入金 290,440 1.3 171,958 0.8 118,482 68.9
19 繰越金 1,342,921 5.9 987,898 4.5 355,023 35.9
20 諸収入 455,172 2.0 351,990 1.6 103,182 29.3
21 市債 2,291,555 10.1 2,306,800 10.5 △ 15,245 △ 0.7

22,588,286 100.0 21,945,672 100.0 642,614 2.9

　決算額は225億8,828万6千円で、前年度より6億4,261万4千円、2.9％増加しました。これは
評価替えに伴う固定資産税の減の影響により市税が3,549万4千円、児童手当特例交付金の
廃止に伴い地方特例交付金が4,951万6千円、また地方交付税が3,491万6千円それぞれ減少
しましたが、一方では、前年度繰越金が3億5,502万3千円、国際交流協会出資金の返還など
により財産収入が1億8,042万1千円、市町村災害共済基金組合の解散に伴う納付金の返還な
どにより諸収入が1億318万2千円増加したことによるものです。

（単位：百万円）歳 入 決 算 の 推 移

歳 入 決 算

歳　入　合　計

（単位：千円）
平成24年度 平成23年度

区　　　　　　　　　分

歳入総額
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7,791
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３　市税収入の状況

増減額
決算額 (A) 構成比 決算額 (B) 構成比 (A)-(B)

個人市民税 3,363,603 43.2 3,229,133 41.3 134,470 4.2
法人市民税 474,552 6.1 512,434 6.5 △ 37,882 △ 7.4
固定資産税 2,987,193 38.3 3,105,023 39.7 △ 117,830 △ 3.8
国有資産等交付金 281 0.0 418 0.0 △ 137 △ 32.8
軽自動車税 89,242 1.1 87,196 1.1 2,046 2.3
市たばこ税 355,008 4.6 353,687 4.5 1,321 0.4
都市計画税 447,162 5.7 466,883 6.0 △ 19,721 △ 4.2
入湯税 8,967 0.1 9,067 0.1 △ 100 △ 1.1
歴史と文化の環境税 65,361 0.8 63,022 0.8 2,339 3.7

7,791,369 100.0 7,826,863 100.0 △ 35,494 △ 0.5

　市税の決算額は77億9,136万9千円で、前年度より3,549万4千円、0.5％の減収となりました。
　個人市民税は、年少扶養控除廃止の影響により前年度より1億3,447万円、4.2％の増収となった
ものの、法人市民税が一部の企業の経営悪化により前年度より3,788万2千円、7.4%の減収となりま
した。
　固定資産税は、3年に1度の評価替えに伴い、特に家屋の建築後経過年数に応じた減価の影響
を受け、前年度より1億1,783万円、3.8%の減収、都市計画税についても同様の理由により前年度
より1,972万1千円、4.2%の減収となりました。
　また、軽自動車税は204万6千円、2.3％、市たばこ税は132万1千円、0.4％それぞれ増収となり、
歴史と文化の環境税については、観光客の増により233万9千円、3.7%の増収となりました。

市　税　決　算
(単位：千円）

伸率
(%)

（単位：百万円）

区　　　　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

市 税 決 算 の 推 移

合　　　　計
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４　一般財源の状況

増減額 伸率
決算額 (A) 構成比 決算額 (B) 構成比 (A)-(B) (％)

01 市税 7,791,369 52.7 7,826,863 53.4 △ 35,494 △ 0.5
02 地方譲与税 166,142 1.1 177,564 1.2 △ 11,422 △ 6.4
03 利子割交付金 20,914 0.1 25,046 0.2 △ 4,132 △ 16.5
04 配当割交付金 16,201 0.1 15,663 0.1 538 3.4
05 株式等譲渡所得割交付金 4,170 0.0 3,879 0.0 291 7.5
06 地方消費税交付金 559,611 3.8 548,565 3.7 11,046 2.0
07 ゴルフ場利用税交付金 7,289 0.0 6,849 0.0 440 6.4
08 自動車取得税交付金 60,023 0.4 45,013 0.3 15,010 33.3
09 地方特例交付金 40,565 0.3 90,081 0.6 △ 49,516 △ 55.0
10 地方交付税 3,632,593 24.6 3,667,509 25.0 △ 34,916 △ 1.0
11 交通安全対策特別交付金 18,287 0.1 18,822 0.1 △ 535 △ 2.8
12 分担金及び負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0
13 使用料及び手数料 22,560 0.2 21,751 0.1 809 3.7
14 国庫支出金 0 0.0 51,284 0.3 △ 51,284 皆減
15 県支出金 20,664 0.1 969 0.0 19,695 2032.5
16 財産収入 74,329 0.5 81,779 0.6 △ 7,450 △ 9.1
17 寄附金 20 0.0 0 0.0 20 皆増
18 繰入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0
19 繰越金 1,103,307 7.5 898,044 6.1 205,263 22.9
20 諸収入 138,673 0.9 30,990 0.2 107,683 347.5
21 市債 1,115,955 7.5 1,143,192 7.8 △ 27,237 △ 2.4

14,792,672 100.0 14,653,863 100.0 138,809 0.9

　一般財源総額では、前年度より1億3,880万9千円、0.9％の増となりました。
　これは、市税が3,549万4千円、0.5％の減、地方特例交付金が4,951万6千円、55.0％の減、ま
た、国庫支出金が、国の緊急総合経済対策に伴う地域活性化交付金が終了したことにより
5,128万4千円の減となったものの、前年度からの繰越金が2億526万3千円、22.9％の増、諸収
入が、市町村災害共済基金組合の解散に伴う納付金の返還などの影響により1億768万3千円、
347.5％と大幅に増加したことが主な要因です。

一　般　財　源

（単位：百万円）

区　　　　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

一般財源合計

(単位：千円）

一 般 財 源 の 推 移

7,065 6,999 7,132 7,339 7,995 8,080 7,966 7,797 7,827 7,791
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一般財源総額
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５　自主財源と依存財源

増減額 伸率
決算額 (A) 構成比 決算額 (B) 構成比 (A)-(B) (％)

市税 7,791,369 34.5 7,826,863 35.7 △ 35,494 △ 0.5
分担金及び負担金 392,508 1.7 392,344 1.8 164 0.0
使用料及び手数料 326,518 1.4 327,208 1.5 △ 690 △ 0.2
財産収入 270,144 1.2 89,723 0.4 180,421 201.1
寄附金 2,748 0.0 17,491 0.1 △ 14,743 △ 84.3
繰入金 290,440 1.3 171,958 0.8 118,482 68.9
繰越金 1,342,921 5.9 987,898 4.5 355,023 35.9
諸収入 455,172 2.0 351,990 1.6 103,182 29.3

10,871,820 48.1 10,165,475 46.3 706,345 6.9
地方譲与税 166,142 0.7 177,564 0.8 △ 11,422 △ 6.4
利子割交付金 20,914 0.1 25,046 0.1 △ 4,132 △ 16.5
配当割交付金 16,201 0.1 15,663 0.1 538 3.4
株式等譲渡所得割交付金 4,170 0.0 3,879 0.0 291 7.5
地方消費税交付金 559,611 2.5 548,565 2.5 11,046 2.0
ゴルフ場利用税交付金 7,289 0.0 6,849 0.0 440 6.4
自動車取得税交付金 60,023 0.3 45,013 0.2 15,010 33.3
地方特例交付金 40,565 0.2 90,081 0.4 △ 49,516 △ 55.0
地方交付税 3,632,593 16.1 3,667,509 16.7 △ 34,916 △ 1.0
交通安全対策特別交付金 18,287 0.1 18,822 0.1 △ 535 △ 2.8
国庫支出金 3,513,065 15.6 3,519,936 16.0 △ 6,871 △ 0.2
県支出金 1,386,051 6.1 1,354,470 6.2 31,581 2.3
市債 2,291,555 10.1 2,306,800 10.5 △ 15,245 △ 0.7

11,716,466 51.9 11,780,197 53.7 △ 63,731 △ 0.5
22,588,286 100.0 21,945,672 100.0 642,614 2.9

区　　　　　　　　　分
平成24年度

(単位：千円）

小  計

小  計

　昨年に引き続き自主財源が依存財源を下回りましたが、自主財源の構成比としては48.1％で、
前年度の46.3％から1.8ポイント増加しました。これは自主財源である前年度からの繰越金が3億
5,502万3千円、35.9％、財産収入が1億8,042万1千円、201.1%、基金からの繰入金が1億1,848万
2千円、68.9％、諸収入が1億318万2千円、29.3％それぞれ増加したことに加えて、依存財源の地
方特例交付金が4,951万6千円、55.0％、地方交付税が3,491万6千円、1.0％減少したことが要因
です。

構 成 比 の 推 移 （単位：百万円）

歳入合計

自 主 財 源 と 依 存 財 源

平成23年度

自
主
財
源

依
存
財
源

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

自主財源 10,445 10,409 10,866 10,473 11,527 10,734 10,294 10,103 10,165 10,872

自主（%） 46.0% 45.7% 49.7% 52.3% 56.9% 54.4% 47.8% 46.4% 46.3% 48.1%

依存財源 12,281 12,368 11,013 9,568 8,731 8,983 11,238 11,648 11,780 11,716

依存（%） 54.0% 54.3% 50.3% 47.7% 43.1% 45.6% 52.2% 53.6% 53.7% 51.9%

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24
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６　歳出決算の状況（普通会計）

(1)目的別歳出決算

増減額 伸率
決算額 (A) 構成比 決算額 (B) 構成比 (A)-(B) (％)

01 議会費 248,669 1.2 274,215 1.3 △ 25,546 △ 9.3
02 総務費 3,061,694 14.4 2,518,612 12.2 543,082 21.6
03 民生費 7,579,210 35.7 7,409,717 36.0 169,493 2.3
04 衛生費 1,834,785 8.6 1,807,371 8.8 27,414 1.5
05 労働費 59,218 0.3 72,988 0.4 △ 13,770 △ 18.9
06 農林水産業費 105,169 0.5 109,324 0.5 △ 4,155 △ 3.8
07 商工費 173,598 0.8 167,746 0.8 5,852 3.5
08 土木費 1,777,511 8.4 1,783,066 8.7 △ 5,555 △ 0.3
09 消防費 672,246 3.2 659,343 3.2 12,903 2.0
10 教育費 2,934,724 13.8 2,987,244 14.5 △ 52,520 △ 1.8
11 災害復旧費 15,495 0.1 14,055 0.1 1,440 10.2
12 公債費 2,766,631 13.0 2,799,070 13.6 △ 32,439 △ 1.2
13 諸支出金 0 0.0 0 0.0 0 -

21,228,950 100.0 20,602,751 100.0 626,199 3.0

目 的 別 決 算 の 推 移

　決算額は212億2,895万円で、前年度に比べて6億2,619万9千円、3.0％増加しました。

目 的 別 歳 出 決 算

（単位：百万円）

（単位：千円）

　増減の主な要因は、議会費が議員共済組合負担金の減、総務費が法改正に伴う電算シス
テム改修委託料、庁舎空調等改修事業費及び公共施設整備基金積立金の増、民生費が介
護・訓練等給付関係費、生活保護費及び私立保育所運営委託料の増、衛生費が福岡都市
圏南部環境事業組合に対する負担金の増、労働費が緊急雇用創出事業臨時特例基金事業
費の減、消防費が防火水槽の設置及びコミュニティ無線増設工事費の増、教育費が文化財
原因者負担発掘調査関係費、総合運動公園整備基金積立金の減、公債費が中学校用地取
得等に係る借り入れの償還が終了したことによる減などです。

区　　　　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

歳　出　合　計

2,056 2,285 2,235 2,325 2,191 2,866 3,573 2,847 2,519 3,062

4,519 4,707 4,805 4,936 5,205
5,673

5,791 7,176 7,410
7,579

2,276 2,185 1,844 1,817 1,752

1,667
1,778

1,764 1,8084,359 3,776 3,679 3,156
2,037

1,991
2,080

1,880 1,783
1,778695 641 668 751

634
632

675
689 659

672
3,098

2,793 2,905 2,613

2,730
2,597

2,885 2,714 2,987
2,935

3,065 3,156
3,527

3,214
3,976 3,016

2,806 2,831 2,799
2,767

832 1,152
534

518 508

623 614 624
586

1,835

1,197
706

108

30

0

284 14
15

486

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24

その他

公債費

災害復旧費

教育費

消防費

土木費

衛生費

民生費

総務費

歳出総額

890 248

21,790 21,892
20,903

19,406 19,073 18,950

20,495 20,763 20,603
21,229
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(2)性質別歳出決算

増減額 伸率
決算額 (A) 構成比 決算額 (B) 構成比 (A)-(B) (％)

義務的経費 10,268,860 48.4 10,316,298 50.1 △ 47,438 △ 0.5
人件費 2,740,882 12.9 2,853,244 13.8 △ 112,362 △ 3.9
扶助費 4,761,347 22.4 4,663,984 22.6 97,363 2.1
公債費 2,766,631 13.0 2,799,070 13.6 △ 32,439 △ 1.2

投資的経費 2,467,069 11.6 1,949,165 9.5 517,904 26.6
普通建設事業費 2,451,574 11.5 1,935,110 9.4 516,464 26.7
　 うち補助事業費 754,958 3.6 805,402 3.9 △ 50,444 △ 6.3
　 うち単独事業費 1,696,616 8.0 1,129,708 5.5 566,908 50.2
災害復旧事業費 15,495 0.1 14,055 0.1 1,440 10.2

その他の経費 8,493,021 40.0 8,337,288 40.5 155,733 1.9
物件費 3,008,163 14.2 2,950,669 14.3 57,494 1.9
維持補修費 95,058 0.4 90,127 0.4 4,931 5.5
補助費等 2,652,321 12.5 2,636,110 12.8 16,211 0.6
積立金 867,600 4.1 793,144 3.8 74,456 9.4
投資及び出資金・貸付金 108,557 0.5 103,420 0.5 5,137 5.0
繰出金 1,761,322 8.3 1,763,818 8.6 △ 2,496 △ 0.1

21,228,950 100.0 20,602,751 100.0 626,199 3.0

　義務的経費では、人件費は議員共済組合負担金や職員給の影響により3.9％の減、扶助費
は児童手当が所得制限の導入などで減となったものの、介護・訓練等給付関係費、生活保護
費などの増により2.1％の増、公債費は中学校用地取得等に係る借り入れの償還終了等によ
り1.2％減少しました。投資的経費では、庁舎空調等改修事業費、五条口線拡幅事業費及び
小学校校舎大規模改造事業費等の影響により26.6％の大幅増となりました。その他の経費で
は、国民健康保険事業特別会計等に対する繰出金の減がありましたが、嘱託職員賃金や法
改正に伴う電算システム改修委託料等の影響による物件費の増、地域福祉基金や国際交流
振興基金等への積立金の増などにより1.9％増加しました。

平成23年度

歳　出　合　計

（単位：千円）

（単位：百万円）

区　　　　　　　　　分
平成24年度

性 質 別 決 算 の 推 移

性 質 別 歳 出 決 算

3,483 3,344 3,376 3,356 3,284 3,148 2,934 2,870 2,853 2,741

2,163 2,345 2,438 2,558 2,768 2,930 3,238
4,357 4,664 4,761

3,065 3,156 3,527 3,214
3,976

3,016 2,806
2,831 2,799 2,767

3,032 3,061 2,868 2,739
2,805

2,583 2,700

2,783 2,951 3,008

3,538 3,167 2,808 2,827
2,711

2,700
3,761

2,767 2,636 2,652

3,903 3,810 3,586
2,258

1,688
1,861

2,485

706

1,594

2,346

2,154 1,935 2,452

1,197

108 30

0

284 14
15

1,716 1,812

1,811
2,712

2,287 2,753 2,751
2,833

21,790 21,892
20,903

19,406 19,073 18,950

20,495 20,763 20,603
21,229

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24

その他

災害復旧費

普通建設事業費

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

歳出総額

248

89
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７　財政指標

(1) 経常収支比率
　平成24年度の経常収支比率は90.6％で、前年度の90.9％から0.3ポイント改善しました。
改善の主な要因は、議員共済組合負担金や職員給の減に伴う人件費の減、繰上償還分
を除く通常の公債費の減、さらに下水道事業補助金や消防組合負担金等の経常的補助
費等の減とともに、予算編成段階から内部経費等の経常的な歳出を徹底して削減したこと
により、経常経費に充当された地方税や普通交付税などの一般財源の額が減少したため
です。
　性質別では、物件費が1.1ポイント上がりましたが、人権費は0.7ポイント、補助費等は0.3
ポイント、公債費は0.8ポイントそれぞれ下がりました。

（単位：％）

（単位：％）性 質 別 推 移

経 常 収 支 比 率 の 推 移

90.3

93.0

90.9
91.9

94.0 93.9

93.6

91.9

89.6

93.8

98.7 98.6

100.9

97.8

95.1

92.9
91.2

90.9

90.6

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24

類似団体

太宰府市

24.1 25.4 25.8 26.4 25.3 24.0 22.1 20.1 20.3

17.6 18.8 17.7 16.9 16.5 16.9
16.5 16.9 16.5 17.6

4.9
5.6 6.1 7.1 7.0 7.8 8.6 9.6 9.5 10.1

20.8
20.2 19.0 20.1

18.9 18.2 17.5 16.6 16.5 16.2

18.5
19.8 20.5 20.7

21.6
18.1

17.3 16.9 16.3 15.5

7.9
8.9 9.5

9.7
8.5

10.2
10.8 11.1 11.8 11.6

19.6

93.8
98.7 98.6

100.9
97.8 95.1

92.9 91.2 90.9 90.6

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24

その他

公債費

補助費等

扶助費

物件費

人件費
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(2) 健全化判断比率

(単位：%)

H24比率 早期健全化基準
(イエローカード)

財政再生基準
(レッドカード)

H23比率 早期健全化基準
(イエローカード)

財政再生基準
(レッドカード)

     - 13.01 20.0      - 13.01 20.0

     - 18.01 30.0      - 18.01 30.0

    5.5 25.0 35.0     6.7 25.0 35.0

     - 350.0      - 350.0

(3) 市債現在高と基金残高

（単位：百万円）

　平成19年6月に地方公共団体の早期健全化と財政の再生などを目的とする「地方公共団体の財
政の健全化に関する法律（以下「健全化法」という。）」が成立しました。
　この健全化法は、財政状況を判断する基準となる「健全化判断比率」の公表と、その比率に応じ
た健全化計画などの策定を義務付け、従来の赤字再建団体に相当する「財政再生団体」への転
落を未然に防ぐため、その前段に「早期健全化団体」の基準を設け、早期に是正措置を行うことを
目的としています。
　本市の平成24年度健全化判断比率は、前年度に引き続き４指数ともに早期健全化基準及び財
政再生基準以下であるため、健全化法に基づく「財政健全化計画及び財政再生計画」の策定は
不要となっています。

　市債現在高は、市町村災害共済基金組合の解散に伴い、当組合からの借り入れ金を全額繰上
償還したことなどにより、前年度より2億446万8千円減少し、平成24年度末で199億2,358万6千円と
なりました。
　一方、各種基金の残高は、財政調整資金、公共施設整備基金及び国際交流振興基金などへの
積み立てを行った結果、5億7,716万円増の41億7,453万6千円となりました。

健　全　化　判　断　比　率

４指標
平成24年度

※「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「将来負担比率」については、数値がマイナスになる場合は「-」となります。

平成23年度

市 債 現 在 高 と 基 金 残 高

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

25,170 24,731 23,816
21,895 20,917 20,525 20,329 20,128 19,924

24,220

4,054 3,389
2,115 2,647

1,366 2,094 2,297 2,976 3,597 4,175

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24

市債残高 基金残高

-10-



（単位：百万円）

（単位：百万円）

事 業 別 市 債 現 在 高 の 推 移

基 金 残 高 の 推 移

3,239 3,293 3,116 2,927 2,473 1,958 1,617 1,279 968 795

2,334 2,874 2,660 2,369
2,064

1,758 1,559
1,240 979 646

1,652
1,516

1,377
1,238

1,096
946

794

2,660 2,159
1,759

1,370

734

4,693 4,674
4,637

4,563

4,476
4,489

4,525
4,600

4,613
4,613

2,260 2,271
2,208

2,104

1,909

1,705
1,494

1,282
1,069

852

3,105
3,736

4,294

4,702

5,045
5,629

6,596
7,390 8,101

4,891
4,956 4,827

4,537

4,021
4,021 4,025 3,931 3,874 3,664

1,919
1,838 1,788

564
438

305
289

459

2,224

24,220
25,170

24,731
23,816

21,895
20,917 20,525 20,329

20,128 19,924

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24

その他

臨時財政対策債

減税補てん債

公共用地先行取得
債

義務教育債

臨時地方道

地総債・地活債

一般単独

1,336

982
661 655

327

929

1,332

1,823
2,028

2,182

304

304

0 0

197
347

377

377
353

103

253

153

353

1,063

785

482

1,037

498

373

281

216

122

26

302

302

171

172

66

468

109

109

9

56

218

210

190

212

227

196

196

375

320

225 162

89

59

59

54

70
69

103

253

67

67

167

411

56

57

57

57

257

554

261

252

210

203

383

4,054

3,389

2,115

2,647

1,366

2,094
2,297

2,976

3,597

4,175

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24

その他

公共施設

運動公園

佐野区画

地域福祉

まほろば

減債

財調
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類 似 団 体 比 較 カ ー ド

人口１人当たり歳入の状況（単位：円・％）
市税 111,642 35.7 126,888 30.3 111,570 35.8 143,723 40.8
地方譲与税 2,533 0.8 4,149 1.0 2,600 0.8 2,686 0.8
利子割交付金 357 0.1 400 0.1 490 0.2 639 0.2
配当割交付金 223 0.1 250 0.1 194 0.1 291 0.1
株式等譲渡所得割交付金 55 0.0 68 0.0 66 0.0 97 0.0
地方消費税交付金 7,825 2.5 9,038 2.2 7,682 2.5 8,877 2.5
ゴルフ場利用税交付金 98 0.0 440 0.1 88 0.0 270 0.1
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
自動車取得税交付金 642 0.2 945 0.2 707 0.2 893 0.3
地方特例交付金 1,285 0.4 1,644 0.4 1,490 0.5 1,805 0.5
普通交付税 46,070 14.7 84,525 20.2 41,684 13.4 33,007 9.4
特別交付税 6,243 2.0 16,519 3.9 6,741 2.2 5,364 1.5
（一般財源計） 176,973 56.5 244,866 58.4 173,312 55.7 197,652 56.1
交通安全対策特別交付金 268 0.1 180 0.0 271 0.1 185 0.1
分担金・負担金 5,596 1.8 3,860 0.9 5,049 1.6 2,910 0.8
使用料 1,484 0.5 5,768 1.4 1,838 0.6 5,470 1.6
手数料 3,183 1.0 2,192 0.5 3,131 1.0 2,126 0.6
国庫支出金 50,208 16.0 57,161 13.6 51,301 16.5 55,171 15.7
国有提供交付金 0 0.0 414 0.1 0 0.0 947 0.3
県支出金 19,320 6.2 30,554 7.3 20,023 6.4 24,879 7.1
財産収入 1,280 0.4 1,832 0.4 1,023 0.3 1,818 0.5
寄附金 249 0.1 774 0.2 39 0.0 883 0.3
繰入金 2,453 0.8 7,177 1.7 3,069 1.0 7,910 2.2
繰越金 14,091 4.5 13,231 3.2 14,828 4.8 8,626 2.4
諸収入 5,021 1.6 13,948 3.3 4,014 1.3 10,786 3.1
地方債 32,904 10.5 37,308 8.9 33,341 10.7 33,115 9.4
歳入合計 313,031 100.0 419,264 100.0 311,239 100.0 352,478 100.0

人口１人当たり性質別歳出の状況（単位：円・％）
人件費 40,698 13.8 69,188 17.2 41,072 13.8 60,105 17.6
　　うち職員給 26,244 8.9 43,179 10.7 26,994 9.1 37,469 10.9
扶助費 66,527 22.6 74,673 18.6 62,347 21.0 74,309 21.7
公債費 39,926 13.6 46,117 11.5 40,506 13.6 38,157 11.1
（義務的経費計） 147,151 50.1 189,978 47.3 143,925 48.4 172,571 50.4
物件費 42,088 14.3 53,528 13.3 39,815 13.4 42,344 12.4
維持補修費 1,286 0.4 4,173 1.0 1,078 0.4 2,792 0.8
補助費等 37,601 12.8 37,868 9.4 39,599 13.3 32,788 9.6
　　うち一部組合負担金 17,207 5.9 13,710 3.4 17,794 6.0 12,760 3.7
積立金 11,313 3.8 15,998 4.0 12,509 4.2 9,319 2.7
投資・出資・貸付金 1,475 0.5 8,427 2.1 1,966 0.7 6,586 1.9
繰出金 25 159 8 6 40 783 10 1 23 841 8 0 34 800 10 2

平成23年度
太宰府市 類似団体（Ⅱ-1）

平成22年度
太宰府市 類似団体（Ⅱ-3）
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繰出金 25,159 8.6 40,783 10.1 23,841 8.0 34,800 10.2
前年度繰上充当金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 194 0.1
普通建設事業費 27,602 9.4 47,569 11.8 30,818 10.4 40,203 11.7
災害復旧事業費 200 0.1 3,712 0.9 3,553 1.2 409 0.1
失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 291 0.1
歳出合計 293,876 100.0 402,051 100.0 297,103 100.0 342,297 100.0

人口１人当たり目的別歳出の状況（単位：円・％）
議会費 3,911 1.3 4,286 1.1 3,046 1.0 3,153 0.9
総務費 35,925 12.2 55,290 13.8 40,738 13.7 45,970 13.4
民生費 105,692 36.0 130,829 32.5 102,684 34.6 122,588 35.8
衛生費 25,780 8.8 36,623 9.1 25,240 8.5 31,386 9.2
労働費 1,041 0.4 2,866 0.7 714 0.2 2,481 0.7
農林水産業費 1,559 0.5 12,400 3.1 2,137 0.7 2,511 0.7
商工費 2,393 0.8 8,507 2.1 2,886 1.0 3,579 1.0
土木費 25,433 8.7 42,912 10.7 26,904 9.1 40,337 11.8
消防費 9,405 3.2 15,541 3.9 9,853 3.3 12,497 3.7
教育費 42,610 14.5 42,674 10.6 38,843 13.1 38,506 11.2
災害復旧費 200 0.1 3,712 0.9 3,553 1.2 409 0.1
公債費 39,926 13.6 46,122 11.5 40,506 13.6 38,168 11.2
諸支出金 0 0.0 274 0.1 0 0.0 517 0.2
前年度繰上充用金 0 0.0 14 0.0 0 0.0 194 0.1
歳出合計 293,876 100.0 402,051 100.0 297,103 100.0 342,297 100.0

財政指標
経常収支比率 90.9 89.6 91.2 91.9
財政力指数 0.68 0.65 0.70 0.82
実質収支比率 8.6 5.6 7.4 4.1
公債費負担比率 14.1 15.6 14.4 15.2
実質公債費比率 6.7 11.1 7.4 9.5
財政調整基金残高 28,931 39,603 26,090 22,235
減債基金残高 2,802 10,284 2,804 4,737
特定目的基金残高 19,580 50,144 13,692 32,425
地方債現在高 287,105 394,929 290,893 324,431
３月３１日現在住民基本台帳人口 70,107 人 69,886 人
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01
公

　
債

　
費

2,
76

6,
63

1
21

,2
28

,9
50

12
,3

67
,2

82
9,

90
6,

89
0

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
4,

17
0

2,
76

6,
62

4
C

10
,0

16
,6

96

地
方

消
費

税
交

付
金

55
9,

61
1

7
A
－

B
1,

35
9,

33
6

7,
81

7,
33

8
19

,9
23

,5
86

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

7,
28

9
10

,2
68

,8
60

翌
年

度
へ

繰
り

D
7,

73
3,

27
9

1.
61

特
別

地
方

消
費

税
交

付
金

0
物

　
件

　
費

3,
00

8,
16

3
越

す
べ

き
財

源
36

7,
41

1
98

.9

自
動

車
取

得
税

交
付

金
60

,0
23

維
持

補
修

費
95

,0
58

実
 質

 収
 支

E
義

務
的

経
費

48
.4

軽
油

引
取

税
交

付
金

0
補

助
費

等
2,

65
2,

32
1

C
－

D
99

1,
92

5
9,

45
2,

79
5

　
人

　
件

　
費

12
.9

地
方

特
例

交
付

金
40

,5
65

1,
24

7,
67

4
単

年
度

収
支

F
6,

25
9,

67
8

　
公

　
債

　
費

13
.0

地
方

交
付

税
3,

63
2,

59
3

積
　

立
　

金
86

7,
60

0
△

 7
4,

75
5

0.
67

投
資

的
経

費
11

.6

内
普

通
交

付
税

3,
19

3,
11

7
投

資
及

び
出

資
金

.貸
付

金
10

8,
55

7
積

　
立

　
金

G
  普

通
建

設
事

業
費

11
.5

訳
特

別
交

付
税

43
9,

47
6

繰
　

出
　

金
1,

76
1,

32
2

15
3,

51
9

9.
7

   
 う

ち
単

独
事

業
費

8.
0

12
,2

98
,8

77
前

年
度

繰
上

充
用

金
0

繰
上

償
還

金
H

13
.8

  失
業

対
策

事
業

費
0.

0

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
18

,2
87

投
資

的
経

費
2,

46
7,

06
9

82
,3

30
22

 年
7.

3
そ

の
他

40
.0

分
担

金
及

び
負

担
金

39
2,

50
8

62
,4

94
積

立
金

取
崩

し
額

I
23

 年
5.

9

使
　

用
　

料
10

2,
05

6
2,

45
1,

57
4

0
24

 年
3.

6
41

8,
14

0

手
　

数
　

料
22

4,
46

2
補

助
事

業
費

75
4,

95
8

実
質

単
年

度
収

支
J

22
－

24
平

均
5.

5
0

国
庫

支
出

金
3,

51
3,

06
5

単
独

事
業

費
1,

69
6,

61
6

F
+
G
+
H
-
I

16
1,

09
4

71
8,

86
9

0
県

営
事

業
負

担
金

等
0

歳
出

決
算

倍
率

（
倍

）
8.

0
62

4,
31

3

県
支

出
金

1,
38

6,
05

1
15

,4
95

1.
72

10
1.

6
58

,2
62

財
産

収
入

27
0,

14
4

0
経

常
一

般
財

源
等

収
入

12
,5

62
,8

46
90

.6
(9

9.
5)

54
1,

08
3

寄
　

附
　

金
2,

74
8

21
,2

28
,9

50
11

,4
46

,8
91

う
ち

人
件

費
19

.6
(2

1.
5)

小
計

2,
36

0,
66

7

繰
　

入
　

金
29

0,
44

0
経

常
経

費
充

当
一

般
財

源
11

,3
87

,0
50

う
ち

公
債

費
15

.5
(1

7.
1)

繰
　

越
　

金
1,

34
2,

92
1

収
益

事
業

収
入

－

諸
　

収
　

入
45

5,
17

2
標

準
財

政
規

模
に

対
す

る
割

合
(
％

)
0

－

地
　

方
　

債
2,

29
1,

55
5

基
準

財
政

需
要

に
対

す
る

割
合

(
％

)
5.

5

0
－

1,
11

5,
95

5
自

主
財

源
10

,8
71

,8
20

－

22
,5

88
,2

86
依

存
財

源
11

,7
16

,4
66

－

歳
　

出
　

合
　

計

臨
時

財
政

対
策

債
発

行
可

能
額

　
　

下
水

道
事

業

国
有

提
供

施
設

等
所

在
市

助
成

交
付

金

　
そ

　
の

　
他

　
の

　
指

　
標

（
％

）
内 　 　 訳

　
　

老
人

保
健

医
療

事
業

 失
業

対
策

事
業

費

う
ち

臨
時

財
政

対
策

債

（
減

税
補

て
ん

債
、

臨
財

債
除

）

内 　 訳

 災
害

復
旧

事
業

費

実
質

公
債

費
比

率

　
　

上
水

道
事

業
（

企
業

団
含

）

 普
通

建
設

事
業

費

歳
　

入
　

合
　

計

う
ち

減
収

補
て

ん
債

特
例

分

収
　

益
　

事
　

業
　

の
　

状
　

況

（
注

1
）

公
債

費
負

担
比

率
＝

(
1
3
表

3
2
行

1
1
列

)
/
｛

(
1
3
表

3
8行

1
1
列

)
+
(
1
3
表

4
0
行

1
1
列

)
｝

（
注

2
）

経
常

一
般

財
源

比
率

＝
経

常
一

般
財

源
等

収
入

／
標
準

財
政

規
模

（
注

3
）

比
率

の
欄

は
小

数
点

第
２

位
を

四
捨

五
入

し
、

倍
率
の

欄
は

小
数

点
第

３
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

（
注

4
）

経
常

収
支

比
率

の
(
 
)
は

、
減

収
補

て
ん

債
特

例
分

及
び

臨
時

財
政

対
策

債
を

経
常

一
般

財
源

等

（
注

5
）

※
本

表
は

決
算

統
計

に
基

づ
く

処
理

を
行

っ
て

い
る
た

め
、

決
算

書
と

不
一

致
の

場
合

有
。

経
 常

 収
 支

 比
 率

　
　

国
民

健
康

保
険

事
業

　
　

後
期

高
齢

者
医

療
事

業

　
　

介
護

保
険

事
業

実
 質

 収
 支

 比
 率

経
常

一
般

財
源

比
率

公
債

費
負

担
比

率

歳
出

決
算

構
成

比
の

状
況

（
％

）

一
般

財
源

 (計
)

う
ち

人
件

費

公
債

費
比

率
等

の
状

況
 （

％
）

公
 債

 費
 比

 率

基
 準

 財
 政

 収
 入

 額
う

ち
一

部
組

合
負

担
金

財
政

力
指

数
（

３
年

平
均

）

　
公

 営
 事

 業
 会

 計
 へ

 の
 繰

 出

現
債

高
倍

率
（

倍
）

財
 政

 力
 指

 数
 の

 状
 況

基
 準

 財
 政

 需
 要

 額

 一
時

借
入

金
利

子

収
　

入
　

済
　

額
（

小
　

  計
）

　
徴

 収
 率

 （
％

）

調
　

定
　

済
　

額

税
 収

 入
 状

 況
（

現
年

課
税

分
）

地
方

債
現

在
高

 政
府

資
金

 元
利

償
還

金
歳

入
歳

出
差

引
額

 そ
 の

 他

計

消
防

職
員

 減
債

基
金

 そ
 の

 他

臨
時

職
員

積
立

金
現

在
高

 財
調

基
金

普
  通

  交
  付

  税

団
　

体
　

名
22

年
　

国
調

人
口

一
般

職
員

類
　

　
　

型
25

.3
.3

1住
基

人
口

区
　

　
　

分
区

　
　

　
分

収
　

支
　

の
　

状
　

況
標

　
準

　
財

　
政

　
規

　
模

 う
ち

職
員

給

資
金

不
足

比
率

(
下

水
道

事
業

)

　
収

入
か

ら
除

い
た

も
の

。

健
全

化
判

断
比

率
等

実
質

赤
字

比
率

連
結

実
質

赤
字

比
率

実
質

公
債

費
比

率
(
再

掲
)

将
来

負
担

比
率

資
金

不
足

比
率

(
水

道
事

業
)

標
 準

 税
 収

 入
 額

 等
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普
通

会
計

目
的

別
性

質
別

歳
出

決
算

内
訳

表
(単

位
：
千

円
）

議
会

費
総

務
費

民
生

費
衛

生
費

労
働

費
農

林
水

産
業

費
商

工
費

土
木

費
消

防
費

教
育

費
災

害
復

旧
費

公
債

費
合

計
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2
6
,9

6
6

1
2
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,9
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8
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0
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0
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9
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4
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8

9
4
,9

3
0
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6
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0
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0
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1
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0
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0
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4
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6
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3

6
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5
9
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6
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9
0
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0
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5
0

1
5
1
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6
1

9
4
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1
7

3
5
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1
7

5
,5

7
1

6
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6
0

3
3
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0
4

9
4
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8
5

4
3
1
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6
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6
3
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6
8

1
4
2
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8
7

8
4
,8

6
6

3
2
,3

0
7

4
,8

4
2

5
,6

0
9

3
0
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2
7

8
6
,3

8
9

4
5
0
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9
5

2
4
0
,6

4
1

2
4
0
,6

4
1

3
9

8
,3

6
8

1
,2

2
1

1
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9
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2

2
7

3
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3
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0
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1
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0
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0
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1
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,0
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3
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0
2

1
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,0
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2
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1
,4
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1
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3
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1
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6
,0

6
3
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7
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3
1

5
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4
,1

4
8

0
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2
,7

4
0
,8
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議
員

報
酬

手
当

委
員

等
報

酬
市

町
村

長
等

特
別

職
給

与
職

員
給

(基
本

給
)

管
理

職
特

別
勤

務
手

当

扶
養

手
当

給
料

住
居

手
当

通
勤

手
当

職
員

給
(そ

の
他

の
手

当
)

そ
の

他

人 　 　 件 　 　 費

地
域

手
当

共
済

組
合

等
負

担
金

合
計

そ
の

他

退
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手
当

組
合

負
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間
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勤

務
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勤
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3
7

6
9
,9

3
5

1
1
,6
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